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 東日本旅客鉄道株式会社 常務取締役の森本です。本日はお忙しいなか、お集
まりくださいましてありがとうございました。 
 

 今日は、グループ経営構想Ⅴを簡単にご説明し、その後、第2四半期決算と業

績見通しをお話ししたいと思います。 
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 グループ経営構想Ⅴについては、皆さま既にご存じかと思いますが、2012年10
月に発表しました。 
 

 6本の柱ということで、変わらぬ使命の中に「究極の安全」、「サービス品質の改

革」、「地域との連携強化」、また無限の可能性の追求ということで、「技術革新」、
「新たな事業領域への挑戦」、例えばグローバル化など、そして、「企業風土づく
り」を掲げています。社員が無限の可能性に挑戦しながら、自ら高めて成長し、
企業もそれとともに持続的成長を目指すという構想です。 
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 グループ経営構想Ⅴの中で数値目標を設定しています。数値目標では、連結の
営業収益、営業利益について3年先の具体的な目標を設定しています。また、連
結ROAは5.4％、連結ROEは8.9％という数値目標を設定しています。 
 

 決算発表時に新たな3ヵ年計画を策定するということで、毎年ローリングしていき
ます。 
 

 2017.3期の数値目標については、3月に北陸新幹線の金沢開業がありますが、

こちらに関する収益と（減価償却費、開業費を除く）費用が入っていません。これ
は新幹線の貸付料が定まっていないからです。貸付料は、新幹線開業による収
益、並行在来線を移管することの見合いとして決まりますので、得も損もしない
仕組みとなっています。これがまだ決まっていないので、収益も費用も入れてい
ません。 
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 営業キャッシュフローの使途についてご説明します。 
 

 2015.3期から2017.3期の3年間で連結で約1.8兆円生み出せると考えています。 
 

 設備投資が約1.6兆円で、その内訳として維持更新投資が約1兆円です。維持更

新投資は、減価償却費との見合いで考えながら計画しています。この中に安全
投資も含まれています。成長投資は約6,000億円で、こちらによりグループ全体
の成長を図っていきます。 
 

 株主還元は、配当と自社株取得を組み合わせて、全体として総還元性向33％と

いう目標を掲げています。配当は安定的に行い、自社株取得は機動的に行うこ
とで、総還元性向33％を中長期的に目指します。 
 

 債務削減については、高い金利のものを借り換えながら、毎年100億円程度の

削減を行います。営業キャッシュフローの使途としては、株主還元と設備投資に
は劣後します。 
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 続きまして、2015年3月期第2四半期決算及び通期業績予想についてご説明し
ます。 
 

 まずは、ポイントについてお話しします。 
 

 連結、単体とも3期連続で増収増益です。連結営業収益、単体の経常利益と四
半期純利益、連結の経常利益と四半期純利益が過去最高です。 
 

 過去最高となった背景としては、新幹線などのご利用を中心に、単体の収益が
伸びたことが最大の要因です。 
 

 対計画で見ると、収益の上振れは約40億円です。連結で見ましても、営業収益
の上振れが約60億円ですので、単体に20億円の上乗せがありました。2桁億円

の上振れで、業績見通しを変更するほど大きなものではないと判断しましたので、
業績見通しは変更していません。 
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 初めに、単体決算です。 
 

 営業収益は9,842億円で、対前年では90億円の増でした。営業費用は7,582億円
ということで、対前年65億円の増、営業利益では対前年で25億円の増でした。経
常利益は、対前年で114億円の増ですが、これは支払利息が減ったこと、グルー
プ会社を中心とした配当の増という要素によるものです。四半期純利益は30億
円の増でした。 
 

 営業収益は、4月計画が9,800億円でしたので、42億円の上振れでした。 
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 続きまして、鉄道運輸収入の増減要素、対計画での状況です。 
 

 鉄道運輸収入としては、対前年94億円の増で、定期が12億円の増、定期外が
81億円の増でした。定期外のうち、新幹線が53億円の増、在来線関東圏が31億
円の増でした。 
 

 新幹線は、東北、上越、長野の各方面とも好調でしたが、長野新幹線の伸びが
最も大きかったです。新幹線高速化で20億円の増、インバウンドが7億円の増、
景気に影響する基礎が45億円の増でした。新幹線高速化が上振れ気味となっ
ています。対計画では15億円の増でした。 
 

 在来線関東圏は、基礎収入25億円の増など、ほぼ計画通りです。 
 

 定期は、消費増税により3月に先買いがあり、6ヵ月定期が増えると単価が下が
りますので、減収になると想定していました。実績としては、対前年12億円の増
でしたので、対計画では25億円の増となりました。 
 

 下期の定期の見方ですが、6ヵ月定期が非常に好調で、3月に6ヵ月定期が多く

売れました。その中で、女性や高齢者が少し増えてきている、雇用情勢が良く
なったなど、いろいろ要因はありますので、下期にかけて定期の動きを見定めて
いきたいと思います。 
 

 新幹線は、高速化が計画比で上振れましたが、昨年の9月に本数を増やしてい
ますので、上期に増が出やすいことはあります。 
 

 鉄道運輸収入全体では、対計画で40億円の増であり、見込は修正しませんでし
た。 
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 こちらが鉄道運輸収入の計画です。 
 

 通期の計画は、対前年234億円の増で、101.4％です。上期は100.7％で、下期
が102.1％と計画していました。基礎トレンドとしては、100.8％で、下期の方を強
気に見ていました。 
 

 実績を見ますと、上期が101.1％なので0.4％くらい上振れしたということです。 
 

 今年度の計画は下期の方に重点を置いておりますので、下期の収入をしっかり
達成していきたいと思います。下期を強くした要素としては、昨年度3月に定期の
見積もり方法を発売日ベースから乗車日ベースに変えましたので、昨年度3月が
低めに出ました。今年度はその分60億円程度増える見通しです。ご記憶にある
かもしれませんが、今年の2月に大雪が2回ありましたので、新幹線、在来線の

収入に大きなマイナスがありました。今年度の下期はその反動があると考えて
います。雪の対策などで、モーターカーを導入したり、電気融雪装置を設備して
いきます。このような下期の増要素がありますので、102.1％という下期計画を
しっかり達成していきたいと思います。 
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 続いて、営業費用です。全体では、7,582億円で対前年65億円の増となりました。 
 

 人件費については、退職給付に関する会計基準の変更により31億円減少しまし

た。一方で賞与関係が増えました。単価減ですが、出向者が増える、出向からエ
ルダー社員に代わる、若返りなど、そうした要素で下がっています。 
 

 動力費ですが、東北電力の電力料金の値上げもありましたが、川崎発電所の4
号機更新で年間10億円のコストダウン効果があり、これで相殺されています。 
 

 修繕費は、労務単価の上昇もあり、27億円の増になっています。労務単価の上

昇は、物件費、人件費の増などさまざまなところに現れており、その中で修繕費
も増えています。 
 

 物件費その他ですが、業務委託などの部外委託の増、あるいは販売手数料の
増などがありました。 
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 続きまして、単体の業績予想ですが、変更しませんでした。 
 

 収入が40億円程度上振れしておりますが、コストには期ずれなどもあり、大きな
変更ではないことから、業績予想を見直しませんでした。 
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 続きまして連結決算です。 
 

 営業収益で13,562億円となり、単体のウェイトが高いわけですが、対前年で109
億円の増で、営業利益は16億円の減でした。 
 

 営業収益は過去最高とお話ししましたが、営業利益は減益となりました。経常利
益は37億円の増で、四半期純利益は2億円の増です。 
 

 セグメント別で詳しくご説明します。 
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 まず運輸業です。営業収益は63億円の増、営業利益は30億円の増で、増収増
益でした。 
 

 これは、単体の営業収益の増が非常に大きく効いています。総合車両製作所が
19億円の減となっていますが、これは外部への販売の減少によるものです。 
 

 運輸業セグメントは、北陸新幹線金沢開業をいかに成功させるかが重要であり、
観光創造、デスティネーションキャンペーン、E7系の増備などを行い、さらには上
野東京ライン開業も含めた3月のダイヤ改正を成功させたいと考えています。 

 

 新幹線の貸付料の決定はこれからですが、そこで想定している以上の観光創造
ができると考えています。 
 

 通期については、営業収益が135億円の増、営業利益が46億円の増と見込んで
います。 
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 続いて、駅スペース活用事業です。 
 

 営業収益が29億円の減、営業利益が12億円の減で、残念ながら減収減益とな
りました。 
 

 各社の増減事由です。工事支障については、例えば、新宿新南口などでの開発
に伴うもの、あるいは仙台駅でのリニューアルなどによって、JR東日本リテール
ネットあるいはJR東日本東北総合サービスなどの店舗に支障が出ています。耐

震補強については、新橋・有楽町などの駅改良による工事に起因する支障があ
り、それによって店舗を閉鎖するということです。また、消費増税に伴う先買いと
いうことで、JR東日本リテールネットのタバコ先買い反動がありました。また、夏
が猛暑ではなかったので、JR東日本ウォータービジネスの自動販売機の売上が
減少しました。このような影響で減収になりました。 
 

 コンビニエンスストアのNEWDAYSは大丈夫かとよく言われます。既存店の売上を
載せておりますが、年度初は苦戦しましたが、上期では99.6％まできました。品
揃えの見直し、駅という立地にあった商品構成に取り組むなど、NEWDAYS改革
によって、JR東日本リテールネット（既存店）の8月、9月は前年を上回りました。 

 
 セグメント全体では、通期で9億円の減収、20億の減益を見込んでいます。 
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 ショッピング・オフィス事業ですが、営業収益が28億円の増、営業利益が6億円
の増でした。 
 

 今年は大きな開業がありませんが、JR大塚南口ビルの平年度化、シァル桜木町
の開業、ルミネの改装による各店舗の売上好調、JR東日本ビルディングの賃料
収入の増などで増収増益でした。 

 
 通期計画については、営業収益が29億円の増、営業利益が9億円の増と見込ん
でいます。 
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 その他セグメントです。営業収益は48億円の増ですが、営業利益は減益でした。 
 

 これは、JR東日本企画、JR東日本情報システムなどで売上が増えていますが、
ビューカードで基幹システムの改修によるシステム経費増がありました。JR東日
本メカトロニクスではICカード販売、消費税対応工事などがありました。 
 

 利益もしっかり上がっていますので、心配していませんが、収益が上がる割に利
益率が伸びない状況です。システム改修が落ち着いてくれば、回復すると考えて
います。 
 

 通期業績見込は変えていません。 
 

17 



 営業外損益と特別損益です。 
 

 営業外損益では、持分法投資利益が13億円増加したこと、支払利息が31億円
減少したことなどがありました。 
 

 特別損益では、災害に伴う受取保険金が減少したことなどがあり、税金等調整
前四半期純利益は、103億円の減となりました。 
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 2015年3月期の連結の通期業績見通しです。 
 

 4月計画から変更していません。 
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 キャッシュフローですが、第2四半期ということでご参考にということで見て頂けれ
ばと思います。 
 

 法人税の支払額の減少による営業キャッシュフローの増、投資キャッシュフロー
は、有形及び無形固定資産の取得による支出の増、財務キャッシュフローは償
還と調達の違いによる影響です。 
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 設備投資の推移です。 
 

 第2四半期までに1,308億円の設備投資を行いました。 
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 有利子負債残高の推移です。 
 

 金利の高い鉄道施設購入長期未払金が約500億円減少しています。これによっ
て、平均金利が2.56％から2.49％に低下し、支払利息を減らすことができました。 
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 「今後の重点取組み事項」について昨日プレスしました。下線を付けた項目は新
たに付け加えたもので、例えば、災害に強い鉄道づくりでは、構造物、軌道設備、
駅舎などの老朽設備の適切な更新、ホームドアで山手線以外の駅に設置するな
どがあります。詳細な資料もつけておりますので、ご覧ください。 
 

 以下は、参考資料です。各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載
しておりますので、ご参照ください。 
 

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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